
第16回大阪府食の安全安心推進協議会
日時：平成2７年2月10日（火）午前10時から
場所：KKRホテル大阪　２階　白鳥の間
出席者：中村会長、音田会長代理、飯田委員、今堀委員、榎本委員、金谷委員、川見委員、

　　　　小崎委員、菅委員、杉本委員、武田委員、淡野委員、冨阪委員、中村夏美委員、服部委員、東尾委員、山本委員　
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

　それでは定刻となりましたので、ただいまより、第16回大阪府食の安全安心推進協議会を開催させていただきます。
本日は何かとご多用のところご出席いただきまして、誠にありがとうございます。
私、本日の司会進行を務めさせていただきます大阪府健康医療部食の安全推進課長の西野でございます。
それでは、開催にあたりまして、大阪府健康医療部の伊藤医療監よりごあいさつ申し上げます。
伊藤医療監
医療監の伊藤でございます。

健康医療部長の上家が他の公務と重なっておりまして出席が叶いませんので、私の方から一言ご挨拶申し上げたいと思います。
委員の皆様、大変お忙しい中、寒い中、ご出席賜りまして誠にありがとうございます。

また日頃から本府の健康医療行政の推進にご協力賜りまして、重ねて御礼申し上げたいと思います。

さて、昨年の夏から今年にかけまして、期限切れの食材の使用に関わる問題、あるいは食品への異物混入などの食の安全に関する事案が連日のように報道されておりまして、府民の食に対する信頼感を大きく揺るがしている状況でございます。

府民の健康や命を守り、また、食に対する信頼感を得るためには食に対する正確で迅速な情報の提供とともに、食品の取り扱いに対しまして、総合的かつ計画的に取り組んでいくことが大切だという風に考えております。
委員の皆様方のお力添えによりまして、第二期大阪府食の安全安心推進計画を策定し、目標達成に向けて取り組みを進めているところでございますが、食の安全安心を確保するためには、行政だけではなく、食品関連事業者や消費者の皆様方のご理解、ご協力が不可欠でございます。
食に関する課題を整理し、それぞれの立場でご議論頂きます本協議会の役割が大変大きなものであると認識致しております。
委員の皆様方には本日忌憚のないご意見を賜りますとともに、今後も引き続き本府の取り組みにご協力いただけますようよろしくお願い申し上げまして、簡単ではございますが開会に当たりましてのご挨拶とさせていただきます。

本日はどうぞよろしくお願い申し上げます。
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

（資料確認　略）
次に、定数の確認をさせていただきます。

本協議会は、大阪府食の安全安心推進協議会規則第６条第２項によりまして、委員の過半数が出席しなければ会議として成立しないことになっております。

本日、ご出席いただきました委員は17名でございます。委員総数23名の過半数に達しており、定足数を満たしておりますことをご報告申し上げます。

ここで今年度新しく協議会委員として就任されました委員のご紹介をさせていただきます。

今堀委員、布施委員のお二方でございます。

本日、今堀委員に出席いただいていますのでご紹介させていただきます。

今堀委員は近畿百貨店協会所属ということで、流通部門からご出席いただいております。

よろしくお願いします。
今堀委員
近鉄百貨店からまいりました今堀でございます。初めて出席させていただきまして、皆様の足手まといにならないように頑張りたいと思います。よろしくお願いします。
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）
大谷委員、小田委員、菊井委員、惣宇利委員、布施委員におかれましては、所用のため欠席のご報告を頂いています。

それでは、以降の進行につきましては中村会長にお願い申し上げます。

大阪府食の安全安心推進協議会の中村会長から一言ご挨拶をお願いいたします。
中村会長
中村でございます。

本日はお寒いところ、ありがとうございました。

私申し上げるべき基本は、先程の伊藤医療監のお話に尽きます。
食べるということは毎日の事ですから、日々対応が必要です。そこで最近目立つのはやはり異物混入です。食べものは安全・安心が基本ですから、異物混入は考えていかなければいけない課題です。この協議会が行ってまいりました、安全安心の認証制度、それからメルマガで皆様にさまざまな情報を提供し、やりとりするという活動は、順調にいっていると思います。メルマガへのアクセスが伸びてきており、これを着実に進めていくことが大事と思います。和食が世界遺産になりました。今、京都がかなり元気で、ツアーを組んだり、いろいろ活動しているように見えます。食の大阪も和食。京都だけではなく、別に敵対心を持たなくてもよいですが、和食が世界遺産になったということも私共の活動にうまくいかしていけたらよいと思います。今日、いろいろなご議論を皆様から聞かせていただいて、またよい活動をしていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いします。

では、次第に沿いまして議事を進めてまいります。ご協力よろしくお願いいたします。

まず、会議は、全て公開になりますので、事務局で議事録を作成して、府のホームページなどで、公表していただくよう宜しくお願いいたします。

では、一つ目の議事は「大阪府食の安全安心推進協議会部会の実施報告について」となっております。資料1のとおり、情報発信評価検証部会、それから大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会がそれぞれ1回、開催されておりますので、それぞれから報告お願いいたします。

まず、情報発信部会のご報告を音田部会長からよろしくお願いいたします。
音田部会長
それでは、ご報告させて頂きます。　
食の安全安心推進協議会情報発信評価検証部会は1月23日に開催致しました。

大きく議事が2つございまして、まず1つめとして、平成26年に大阪府として行った「情報の収集と提供について」の報告、ということで、まず情報の収集に関しては、食の安全推進課へ大阪府ホームページのお問い合わせフォームから寄せられたもの、また、保健所等に来所されたり電話等で寄せられた情報の中で健康被害につながるおそれのある情報についての報告がございました。どちらも件数的には昨年と同じ程度ということでした。

次に、情報の発信の方になりますが、先ほど会長のお話でもありました、食の安全安心メールマガジンが提供の方の大きなツールになっているんですが、まずメールマガジンの登録件数等でございますが、これは平成26年12月末現在で5,199件と5,000件を超える　ことができました。

これは昨年のこの席上で少し件数が減っていることでなんとかできないかというお話があって、皆様からいろんなご意見をいただいたと思いますが、その結果、5000件を超えたとの報告がございました。

登録区分につきましては、事業者が54％と半分以上を占めていて、消費者が38％、行政関係者が8％、という内訳です。また、区分別の３つの分野でそれぞれ個人の望むいろいろな分野に関する情報を提供してもらうことなんですけども、事業所・消費者・行政関係者とも緊急情報を多く登録されており、それは当然のことだと思うのですけれども、事業者に関しましては事業者向けの情報、消費者はイベント情報を選択している人が大変多いという結果が出ております。

詳しい事はまた資料を見ていただいたらいいと思います。

またメールマガジンによる情報の回数は、ほとんどのカテゴリーにおいて昨年と大きく変化はございません。

「食品の放射性物質関連情報」については大きく減少しておりまして、これは昨年くらいから減少はしていたんですけども、今年はさらに減少しております。ホームページへのアクセス数に関しましても放射性物質関連のページへのアクセス数は昨年に続いて減少していたということで、これは東日本大震災以降、一時的に急激に増えていたものが今は少し減ってきているという傾向が続いております。

また、自主回収情報に関しては、これは先ほどから話題に出ております異物混入等を含めまして様々な情報が大阪府内外を合わせて300件近い報告が府の方にありまして、府民に必要な情報であるかどうかを府の方で精査した上で、約90件についてホームページの公表やメールマガジンの配信があったところです。

また、食に関してのポスターやチラシ等による情報提供について、ポスターの配布先や主な配布場所等についての説明もなされました。

これも大阪府等でいろんな催しなどが開かれる際にそういったポスターとかチラシ等を使って情報を提供されているという事です。

情報の収集の現状に関しては、委員からの意見としては、メールマガジンに登録しているが、事業者向けの講習会等ではメルマガでの配信後急に参加申し込みが増えるなどメルマガの影響力を感じているというご意見、また、緊急情報こそ消費者の方に届けたい情報だと思うが、事業者の90％以上が登録しているのに、消費者は64％しかない。本当に緊急な情報については、選択していなくても送られる方法にした方がいいのではないかというご意見がございました。

これに関しては、消費者には、緊急情報については行政からというより事業者から来るというイメージがあるのではないかというご意見もありました。

また、自主回収が増え、何でも廃棄ということになっているのは、問題がなくても、とにかく安全のためということで廃棄されてしまうようなことがあるので、今こそ事業者と行政が協力して、学校などで積極的に子供たちに食育や食の大切さを教えていく取り組みが必要なのではないか、というご意見がございました。
また、食品が危ないという情報を与えられ続けると、消費者は不安になるので、正しく情報を与えられるようにしなければいけないといったようなご意見が出されました。

次に、議事2としましては、「食品等の自主回収情報の配信方法について」でございました。

これは食品等の自主回収情報につきましては、先ほど約90件の情報の提供があるという報告を致しましたけれども、よりわかりやすい、伝わりやすい情報発信の方法がないかということで府の方から2点ほど相談がございました。

1つは「自主回収情報の件名」。現在メルマガでは「食品等の回収情報について」とすべて同じ件名で配信されていますが、件名を見ただけで情報の重要度がわかるようにできないか、今90件が同じ件名で来るわけですけどその中でこれは健康に危害を与える可能性があるとか、例えばこれは非常に重要な情報であるといったような、そういったことが情報の件名でつけられないかということです。

もう1点は自主回収情報の件名の中で、自主回収情報と一口にいってもアレルギー物質が入っていて、アレルギーをお持ちの方には非常に危険であるもの、アレルギー表示の問題のものとか、単に期限表示を過ぎていたとかあるいは間違えていたとかいうもの、いわゆる品質不良、異物が混入していたというものもございますし、カビが生えていた、風味が少し落ちているといったものから大変さまざまな場合があるんですけれども、その件名として、アレルギー物質なのか異物混入なのかなど、どのような回収事案であるかが件名の所でわかるようにしたい、という相談でした。

委員からいろいろ多くのご意見が出されたんですが、情報の重要度についてはどのような情報を「重要」とし、どのように伝えるのが適当であるかについては、なかなか難しいところもございます。委員から出された意見をふまえ、事務局の方で再度検討していただくということになりました。また2点目のどのような回収事案であるかを件名に追加する事に関しては、おおむね委員の賛同が得られましたが、件名に記載する具体的な分類については再度検討する必要があるのではないか、という結論でした。

委員からの主な意見としては、自主回収情報の件名に重要度に応じて何かをつけるのは賛成だが、できるだけ短く簡潔にすること。

また、アレルギー物質、異物混入などと記載するのはいいと思うが、記載例で挙がっている「規格基準違反」とか「品質不良」というような言葉については、業界用語的であるので再度検討すること。

危険度を「％」で表示したり、生活の中で体感できるリスクと比較できるような形で示すと分かりやすいのではないか。

また、メール本文に情報を記載しすぎではないか、危険度が低いならば、問い合わせ先を削除して、本文をもっと短くしてもいいのではないかといった様々な意見が出されました。
初めの方に判断基準等を解説していくつか危険度とか重要度にあわせて数多くマークをつけてその数で判断できるようにしたらいいのではないかといったご意見もあったのですけど、実際にはなかなか難しいのではないかというようなこともあって、ここでは本当に委員からさまざまな意見が出されました。
大きな議事は2つだったんですが、その他として、昨年12月に実施したメールマガジンのアンケート結果とリスクコミュニケーションの学習会について、スライドを用いての説明がございました。

メールマガジンのアンケートでは、配信頻度・文字数・内容ともにちょうど良いというような意見が9割を占めているということで大変多くの人に満足いただけていることがわかりました。またメールマガジンが役に立っていると80%以上の人が回答されており、全体的には大変高い評価だったという事です。

また、リスクコミュニケーション型学習会として、昨年に引き続き販売店との共催で実施した「食の安全安心体験学習会」及び支援学校で実施した「食の安全教室」についての情報提供がございました。

また今回初めて内閣府食品安全委員会との共催による、中学生向けに実施した「ジュニア食品安全ゼミナール」についての情報提供もありました。

委員からの意見としましては、メールマガジンのアンケート結果については、最後の設問の自由記述欄に大事なことが記載されていると思うので、参考にしていただきたい。また、実施している学習会等の実施結果について、積極的にホームページ等で情報発信することで、それを見た人にもまた事業が広まっていくのではないかといったご意見がございました。

ホームページやメールマガジン、それぞれ府民の方から大変評判もよく利用されているということなんですけれども、より効果的でわかりやすい情報発信の提供の仕方について、また府の方でもいろいろ検討していただきたいなと思います。

また、私達も再考して、出来る限り方向等につきまして、意見等を聞かせて頂いて、また参考にしていただけたら大変ありがたいなという風に思っております。

情報発信の方の部会の報告は以上です。
中村会長
どうもありがとうございました。

事業に対するとても充実した実行、それに対するさまざまな活動、とても素晴らしく進行していると思います。ありがとうございました。

いろいろとご質問があると思うのですが、もう一つの部会がございますのでそのご報告のあと、まとめて議論をしたいと思います。

では、大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会のご報告をお願いします。

ただ、今日は小田部会長がご欠席ですので、事務局の方から代わりに報告をお願いします。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
小田部会長に代わりまして、事務局の方から報告させていただきます。

第2回大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会を平成27年2月2日、月曜日に開催しました。

議事1、大阪版食の安全安心認証制度認証機関指定申請の審査ということで、このたび、民間事業者１社より、認証機関の指定申請が提出されたため、大阪版食の安全安心認証制度実施要綱第17条第2項の規定に基づき、非公開の会議ではございますが、大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会を開催させていただいた次第です。

当該事業者が、認証機関として実質的に運営ができるかどうかの適格性について審査していただき、部会として「承認」すると決定されました。

これを受けまして、現在、事務局の方では、新たな認証機関として指定するべく手続きを進めているところです。

新規指定の際には、報道機関への資料提供等により皆様にお知らせする予定でございます。

続きまして議事2、大阪版食の安全安心認証制度認証機関の監査結果ということで、大阪版食の安全安心認証制度実施要綱第32条第3項に基づく、認証機関に対する監査結果を事務局から報告させていただきました。この監査は、認証業務の適切な運用を図る観点から府が認証機関に対して実施するものでして、昨年12月8日から11日にかけて、認証業務を行っている7機関に対して、監査を行いました。監査時の主な指摘事項としましては、ホームページの随時更新や間違いを修正すること、書類の記入漏れに気を付けること等でございまして、認証の可否に関わるような重大な指摘事項はございませんでした。

大阪版食の安全安心認証制度認証機関審査部会の報告は以上でございますが、食の安全安心顕彰制度に係る表彰対象者の審査の関係で、同じく小田部会長にお願いしております事業者あり方検討部会の開催を予定しております。日程等の詳細はまだ決まっておりませんが、部会員の皆様方におかれましては、引き続きよろしくお願いします。

以上でございます。
中村会長
ありがとうございました。　
では、両部会を併せてのご質問、ご意見をお願いします。
小崎委員
音田先生にちょっとお聞きしますが、自主回収情報の件で、この参考資料の2のところに今ご説明のあった自主回収情報の件名について、情報の重要度がわかるようにしたいということで、追記例が5例、これは危害の程度によってということですけども、部会の中ではこれでは不十分だということでしょうか。私自身お聞きして、あまりうまく理解ができなかったので、その辺の説明をお願いします。
音田部会長
記載が不十分だというよりは、このように形でハッキリ表すこと、これは府の方で例を5つほどあげていただいたんですけども、危害をたとえばランク付で表すのはなかなか難しいのではないかということです。ただ、今は90件がほとんど同じように来ますので、そのうちで特に「これは絶対見てください」とか、そういうものがあれば何かつけられないかということで、このつけ方についての問題でした。
小崎委員
食品表示法がご存知のようにこの4月から6月頃に変わりますので、アレルギーの表示については今後多分厳しくなってくると思うんですけれど、問題は異物混入のことですね。

審議会でも実は少し問題になっておりまして、おっしゃるところと多分同じようなことなんですけども、たとえば異物の中でも健康被害に関わるような事案があれば、大阪府としても自主回収等の情報発信の仕方も考えるけれども、最近メーカー側が非常にナーバスになっていて、何かしら商品に入っていると何か事故がおこる前に皆回収してしまいます。
事業者の方が先に手を打ちますので、行政として立ち位置がなかなか難しいところがあると思うので、そのへんのところについて、会議がどういう雰囲気だったかなと、ちょっとお聞きしたいのです。
音田部会長
委員の方でもさまざまな意見があったんですけれども、最近の自主回収情報では異物混入が結構多く来ているのですけれども、情報を全部読んでいって最後まで見ると、「この異物混入はたいしたことないな」というものがたくさんございますし、そういう場合にはじめからこれはたいしたことがないと分かるような、あるいは「これは重要だよ」というのが分かるようなものがあれば、より分かりやすいかなということで、何かそういうものがつけられないかなということなんです。ですが、判断基準をどういうふうにしようということはなかなか難しいなということでした。
小崎委員
おっしゃるところはわかるのですけど、ただ、私が少し危惧するところは、軽微な異物混入があって、例えば後から何か出てこないか検査をして、少し人に危害を起こすような結果が万が一出るような場合に、何かしら情報配信の信用度の部分が何かしら危惧されるんじゃないか。ちょっとそういう部分も少し考えたりもするので、そのへんのご意見もあったのかなということをお聞きしたいです。
音田部会長
やはり大阪府、行政としてはやっぱりそのへんが非常に難しいかなということを感じますね。

記載例の案が出ていたんですけれども、もう一度事務局の方で検討していただくということで、その案自体も委員から出たものではなくて、例えばこのような記載はどうですかというご提案だったんですけども、これにしても健康被害の可能性がありというのはどの程度からというのは難しいですよね、逆に何かいい考えなどありましたら是非教えていただきたいなと思います。
小崎委員
健康被害の審議会でも少し問題になっていて、やはり先程申し上げたように異物混入については、最初の時点で健康被害があった場合には当然ながら原因究明も含めてやっていく。

ただ、全品回収しても多分何も出てこないというのが現実です。製造メーカーサイドでは、定期検査や自主検査もやっていますが、当然ながら立ち入りも含めてやらざるを得ない。しかし、おそらく何もでてこないと思います。健康被害が何もない状態で自主回収したときにどうかという話は、審議会でも判断ができないのですけれど、やはり一般論としては安全な食品を提供する、というところで自主回収するということになるのかと。ただ、先ほど冒頭で申し上げた食品表示法が変わりますので、アレルギー表示については厳しく見ていかざるを得ないだろうなと思っています。

中村会長
なかなか難しいですね。

とても大事なご指摘だと思いますので、情報部会でもさらに議論していただきたいと思います。他にいらっしゃいませんか？
淡野委員
同じメールマガジンの関係なんですけども、ちょうど私の携帯に2月6日15時54分、これは他府県情報だと思うのですけども、自主回収情報について一件、書いてあるとおり読みますけれど、回収製品名　不思議の国のアリス・・なんとかかんとかと書かれており、詳しくは東京都のホームページ見てくださいと。

私、去年も同じこと言うたと思うんですけど、アレルギーの問題とか表示の期限の誤表示だとか書いといてもろたらと思います。正直言って私は個人的に、これ以上見る気せえへんというのがあります。うちの子供が、孫が、不思議の国のアリスのチョコレート食うてるんやったら見るけれども、それでなんで回収してはんねんというところぐらいは、これは行政の方で率先して先にやっといてほしいと思うのです。あとでね、協議会の委員さんの意見を聞く。迅速な情報提供というのはわざわざ推進協議会で意見きかんでも、こんなん言ってすみません、僕はそう思うんで、よろしくお願いします。
中村会長
事務局の方、聞いていただけましたでしょうか

大事なご指摘だと思います。見た時に欲しいことがすぐわかるということがやっぱり一番大事だと思いますのでよろしくお願いします。
音田部会長
その件についてはこの間の部会で出まして、どんな回収かということは今度からは出ることになるはずです。
確かにテンプレートを見て何のことか分からない、どこかを見ないと分からないというのは大変だと思います。
中村会長
他にございますでしょうか？

では、次に移りますが、また後で何かおありになったらどうぞおっしゃってください。もう一度最後に皆様からご意見を伺う時間を作りたいと思います。今のいろいろなご意見は部会及び事務局、よろしくお願いします。

次に議事の2の「大阪府食の安全安心推進計画の進捗状況について」、これは事務局からお願いいたします。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
資料2の方をご覧いただけますでしょうか。

「第2期大阪府食の安全安心推進計画の進捗状況について」でございます。

この表は推進計画に基づく事業の目標指標を掲げた施策について、平成25年度の実績、それから平成26年度の実績見込みをまとめたものでございます。

まず1の「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」に関する各施策項目につきましては、概ね計画通りに取り組んでいるところでございます。

個別に読み上げさせていただきますと、まず鳥インフルエンザのサーベイランスという施策でございますが、目標指標としましては府内養鶏農家の検査数ということでございまして、全ての施設について、1回以上検査している実績でございます。

次に食品関係営業施設の監視指導の施策ですが、これにつきましても監視施設目標数達成率というのが指標でございまして、平成25年度には98.4％、平成26年度の実績見込みがありますが、103.6％ということになっています。

続きまして畜産物中の飼料添加物残留検査の施策でございますが、目標指数といたしましては、検査の実施数ということでございます。これにつきましても府内酪農戸数すべての生乳について、府内養鶏農家戸数につきましては鶏卵につきまして予定通りすべて検査を実施致しております。

次にアサリの貝毒モニタリング検査でございますが、これの目標指数といたしましては検査実施回数ということになっております。

平成25年度につきましては5回、参考の緊急時のアサリの貝毒検査については、有害プランクトンが基準値を超えて発生いたしますと緊急検査の方にうつるんですが、これは7回実施しております。

平成26年度につきましては、モニタリング検査といたしましては1回、この時も貝毒規制値を上回っておりましたので、緊急時のアサリ貝毒検査に移行しまして計10回実施しています。

続きまして水産用医薬品の残留検査でございます。

これにつきましては検査の実施数を目標指標と致しまして、平成25年度20検体、平成26年度見込みとしても20検体ということになっております。

続きまして流通食品の試験検査でございますが、これは検査実施予定数達成率というのが目標指数でございます。これにつきましては平成25年度は97．3％、平成26年度の見込みですが、99.8％になっております。

続きまして、無承認無許可医薬品の排除の施策でございますが、いわゆる健康食品の買上検査件数を指標とさせていただきまして、平成25年度は18検体、平成26年度の見込みにつきましても18検体でございます。

続きまして米のDNA品種判別検査でございますが、米の検査数を指標と致しております。これにつきましても平成25年度は20検体の実績、26年度も20検体の見込みでございます。

最後ですが巡回点検店舗における表示状況、JAS法に基づく表示でございますが、これは概ね正しく表示されている店舗というものを目標指標にしていまして、平成25年度につきましては83.8％、平成26年度の見込みといたしましては84.0％ということになっております。
引き続きまして2番の「健康被害の未然防止や拡大防止に関する施策の充実」ということでございます。

これも、順調に進んでおります。

施策内容と致しましては放射性物質の検査体制の整備ということで、検査実施数を目標指標と致しております。

平成25年度実績は年間623検体、平成26年度の見込みでは629検体となっております。

次に3番目の「情報の提供の促進」でございますが、「食品衛生講習会等の実施」において、今年度は講習会の参加者数が14,000名の実績見込みになっておりますが、昨年度の19,000名より5,000名ほど減っております。

個別に報告させていただきますと、リスクコミュニケーションの実施、これはセミナー・シンポジウム等の実施回数を指標としておりますが、平成25年度は11回、平成26年度は10回ということでございます。

続きまして大阪府食の安全安心メールマガジン、これは登録者数が指標でございますけども、平成25年度は4,842名、平成26年度の見込みとしては6,000名を見込んでおります。
続きまして公開セミナーの開催でございます。これは公衆衛生研究所で実施いたします。これは開催回数と参加者数を指標に致しておりまして、平成25年度におきましては3回の160名、平成26年度の見込みにつきましては3回で150名ということになっております。

最後ですが、食品衛生講習会等の実施ということで、講習会の参加人数が指標となっております。平成25年度が18,941名、平成26年度につきましては14,000名ということになっております。

続きまして事業者の自主的な取組促進についてですが、いずれの施策も昨年度より事業数値が増える見込みとなっております。

大阪版食の安全安心認証制度の推進、これは認証施設数が指標ですが、平成25年度につきましては162施設、平成26年の見込みでは180施設ということになっております。

次に大阪エコ農産物認証制度の推進ということで、これは目標指標は面積でございますが、平成25年度が512ヘクタール、平成26年度の見込みでは520ヘクタールという見込みになっております。

あと、今年度の実績数が昨年度を下回る見込みの「食品衛生講習会等の実施」についてですが、平成26年度の実績見込みが平成25年度より減少しております理由でございますが、平成25年度はラジオ局の協力による食中毒予防の講習、あるいは消費者行政活性化基金を利用したリスクコミュニケーション事業など、普段できない事業を実施したため、例年より大幅に増えたこと、また、今年度は枚方市が中核市に移行したことによりまして枚方保健所で実施していた講習会の実績が計上されなくなったことが原因と思われます。

続きまして資料3、第2期大阪府食の安全安心推進計画の変更箇所についてご説明いたします。

変更箇所は推進計画 第3章「食の安全安心の確保に関する施策」の「食品等の試験検査」における「貝毒の監視」でございまして、お手元の推進計画の冊子では22ページの方に記載されております。

「貝毒の監視」についての変更なんですが、貝毒とは、二枚貝を毒化させる恐れのある有害なプランクトンが海水中で発生しまして、そのプランクトンを二枚貝が捕食することで、貝の体内に毒を蓄積するという自然毒の一種でございます。

大阪湾では、平成14年3月に初めて規制値を超えた二枚貝の毒化が確認されて以来、ほぼ毎年のように貝毒の発生が認められているところでございます。

資料３にお示ししております「記載事項の変更前の取組ポイント」に記載のとおり、

これまで大阪府では、環境農林水産総合研究所の水産技術センターが通年行っております大阪湾における二枚貝を毒化させる恐れのある有害プランクトンの発生状況を監視しておりまして、有害プランクトン密度が基準値を超えた場合に、アサリ、トリガイ、アカガイ、シジミの二枚貝について食の安全推進課と水産課が協同して貝毒の検査を実施しておるところでございます。

さらに、この監視体制とは別に、食の安全推進課独自の取り組みといたしまして、「潮干狩り場におけるアサリの貝毒モニタリング検査事業」としまして、潮干狩りを行う浜辺のアサリと大阪湾の有害プランクトン密度との相関関係を調査し、貝毒の安全対策の強化と毒化状況のデータ蓄積を目的に、大阪府泉南地区の潮干狩り場などにおいて、潮干狩りのシーズン中の3～6月に計5回、有害プランクトンの発生の有無にかかわらず、自生するアサリを採材して、貝毒検査を行って参りました。

これまで行った11年間分の検査データを検証した結果、現在大阪湾で監視する有害プランクトンの密度と潮干狩りを行う浜辺でのアサリの毒化については、一定の相関関係が認められまして、有害プランクトンの密度が基準値を超えない時は、アサリの毒化が規制値を超えないことを確認いたしました。このため今後は「潮干狩り場におけるアサリの貝毒モニタリング検査事業」を一旦終了し、大阪湾の有害プランクトンの発生状況を指標とした貝毒の検査体制に統一して、引き続き貝毒の監視事業を実施していくことといたしました。

そのことによりまして、資料の「記載事項の変更後」ですが、3点内容が変わっております。

1点目は、淀川下流部のシジミ漁の監視に対応するために、今春から水産課が淀川内にもプランクトンの発生状況を監視するポイントを新たに追加したために「大阪湾及び淀川」というふうに追記いたしております。

あと2点目ですが、貝毒発生時の府の取組内容について、具体的に記載いたしました。これまでも規制値を超える貝毒が検出された場合の対応につきましては、継続して検査を行うとともに関係機関とも連携し、漁業関係者に対して出荷自主規制の指導や流通状況の調査及び自主回収の指導を行っております。また、潮干狩りによるアサリ等の食中毒を防止するため、報道資料提供や貝が採取できる沿岸に注意喚起の看板設置を行うなど、府民への啓発指導に努めております。

3点目は、下段にある「事業目標」の表について、これまでアサリの貝毒モニタリング検査のみを記載しておりましたが、アサリ以外の二枚貝を含めた有害プランクトン発生時の貝毒検査の実施内容について記載することにいたしました。

「貝毒の検査」に係る変更についての説明は以上ですが、その他、計画の内容そのものには影響しませんが、組織名の変更による修正があります。
推進計画の「表示の適正化の推進」の項目中の29ページでございますが表の食品表示110番の連絡先である大阪府環境農林水産部流通対策室のグループ名について「食品表示グループ」と記載しておりますけども、現在のグループ名が「総務・食品表示グループ」に変更いたしておりますので、記載を変更させていただきます。

以上で説明を終了させていただきます。
中村会長
ありがとうございました。

今のご説明について何かご質問がおありでしたら、お願いします。
小崎委員
27年度から29年度まで、どのように変更されていくかですが、最終的に、有害プランクトンの生育するところでの貝毒の検査ということですね。そのへんの経緯というのを教えてください。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
有害プランクトンの発生がひとつの指標になりまして、そのプランクトンがある基準値を超えますと貝が毒化していくという相関関係がわかっておりますので、今後有毒プランクトンの数を指標にして数があがると検査を開始する、というような形に変えていくということです。
小崎委員
これは次年度からやっていくんですか。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
この3月から実施していきます。

小崎委員
もう1点は、アサリ等ということで、実際この資料2に書いてある25年度の実施だとアサリだと延べ9回の検査数がありますけど、それ以外の二枚貝で40回というふうになっているという理解でいいんですね。

事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
そうですね、アサリ以外でも実施していますので、あわせてその回数となっております。
小崎委員
規定値を超えるということに関して、ここに表示されている二枚貝の4種類の貝類に関してですね、全て毒化の部分というのは相関があるんですか。そのへんのところ専門じゃないかもしれませんけれど、どうなんですか。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
アサリについては今まで海水中に自生しているものを指標としてきておりましたが、それによると相関があるいうことでございまして、他の種類の貝についても、その後大体毒化が始まるということですので、まずはアサリの相関がわかれば他の貝についても同じような形で相関が見込めるだろうということでございます。
中村会長
よろしいでしょうか。
東尾委員
資料2の「生産から消費に至る各段階での食の安全性の確保」ということころで、水産用医薬品の残留検査の実施数が20検体とありますが、25年度、26年度、29年度も同じ検査数になっているんですけども同じ検査数が出ているということはこれで十分だというお考えなんですか。

それともう1点、「事業者の自主的な取組促進」の部分で食の安全安心認証制度の認証施設数が25年度が162で今年は18件しか増えてないということなんですけども、29年度でそれが突然増えて700というような数になっていますが、どういうふうなお考えで700になるのか、ちょっとお聞かせ願いたいなと思います。
中村会長
お願いします
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
まずは認証制度の推進についてなんですけども、平成26年度は180くらいを見込んでいます。すみません、平成29年度が700ということで、希望的な観測で申し上げてますけれども、実は民間の指定検査機関を今回、1機関、指定認証機関ということで指定させていただきまして、計8つの機関に認証機関になっていただく予定です。認証指定機関が増えれば、また認証施設数も上がってくるのかなということで、非常に申しづらいんですけど、700くらい取っていただかないと大阪府の飲食店でマークが目立たないのかなと期待を込めまして、700という数字にさせていただいてるところでございます。

水産用医薬品の残留検査につきましては、予算の問題や養殖場の数など、そのあたりも加味して20件ということになっておると思います。
中村会長
よろしゅうございますか。700は希望だそうです。でもこのくらいにならなかったら意味がありませんね。だからむしろ180に問題点を感じてどこがいけないかという検討をしなければいけないということなのではないでしょうか。余計なことを申し上げましたが。他にいらっしゃいませんか。
山本委員

府内に酪農農家とか養鶏場というのはいくつくらいあるんでしょうか。
事務局（動物愛護畜産課）
ただいまの質問に動物愛護畜産課からお答えさせていただきます。

府内酪農戸数全戸で、平成26年時点で30軒、それから養鶏農家の対象戸数については20軒になっております。
中村会長
どうもありがとうございました。よろしゅうございますね。

服部委員
同じページの鳥インフルエンザのサーベイランスについて聞きたいのですけども、昨年末にも宮崎県等で鳥インフルエンザが発生しまして、ただ最近はすぐに抑え込みといいますか、発生後の処置が大変しっかりされているのですけれども、府の鳥インフルエンザのサーベイランスの中に未然に防ぐための施策などとか、もし発生した場合の対応策とか、チェック項目の中にそういうものが含まれているのかどうかということをお聞きさせていただければと思います。
中村会長
鳥インフルエンザの質問ですが、どなたかよろしくお願いします。
事務局（動物愛護畜産課）
食の安全安心計画とは別箇ですけども、家畜伝染病予防法に基づきまして鳥インフルエンザに限らず家畜の伝染病の予防に関しては、チェック項目が定められております。これらの遵守状況については、大阪府家畜保健衛生所の方から各畜産農家を巡回指導しているところであります。

それから発生した場合の対応についてですが、こちらにつきましては大阪府高病原性鳥インフルエンザ及び低病原性鳥インフルエンザ防疫対策要領というものがございまして、こちらに基づいて全て迅速に実施できるようになっております。
中村会長
よろしゅうございますね。ありがとうございました。
管委員
アサリのことがあまりよくわかっていないので一つ質問したいのですけれども、潮干狩りではアサリ等の食中毒を防止するため、府民及び事業者に対して啓発指導を行いますということになっているのですけれど、もし潮干狩りに行こうと思った府民がいたとして、どのようにして今日は採ってはいけないのかというのを知らされる仕組みになっているのかを教えて頂きたいというのと、またその潮干狩り中に採ったアサリ等に起因する食中毒事故というのはどのくらい発生しているのでしょうか？もしわかるようでしたらお願いします。
中村会長
どなたかアサリのこと答えていただけますか。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
ただいまの質問につきまして回答させていただきます。

基本的にレジャーとして潮干狩りを楽しまれる分につきましては、各潮干狩り会場（淡輪、箱作、二色浜）につきましては、こういった貝毒が発生した際には、事前に皆様に周知していただくととともに、持ち帰りの貝については毒化していない、他から入手したもので持ち帰っていただくようにお願いしているところでございます。それ以外のそういった潮干狩り会場でないところで個人的に潮干狩りを楽しまれるという方につきましてはそういった採材できる場所について注意喚起の看板等を掲示しておりますので、それを見て頂いてご判断いただくという形になっています。

過去においての食中毒事例ですが、これにつきましては我々の手元にある資料の知る限り4件程ございます。ムラサキイガイというもので発生した事例が平成20年と25年に2件ございます。また平成15年にアサリを採材し食中毒になったという有症事例を聞いております。あともう一点はモクズガニを喫食されて食中毒になったという事例です。これにつきましても基本的には毒化した貝を摂取するそういった魚介類等に対してとなりまして非常に稀な例だとは思いますが、我々が把握しているものにつきましてはこれらの4件ございまして、いずれも大きな事故等にはなっておりません。
中村会長
どうもありがとうございます。

よろしゅうございますか。
管委員
ありがとうございます。

そうすると今ご説明のあった、事業者を介して告知されるという方法以外に、今の4件の事例は原因がどこまで究明できているかわかりませんけれども、看板等の設置により、もう4件と同様なことが起こらないような形で措置がなされているのだ、というふうに理解してよいでしょうか。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
それにつきましては、こういった貝毒が発生した際に、我々から報道機関に資料提供をおこないまして、ここ最近、特にこういった件につきまして、報道等もしていただいておりますし、我々も看板以外にも実際に現場に立ち入りまして、口頭での指導等巡回等しているところですが、かなりこの10年を通じて府民の皆様にも貝毒が大阪湾においても発生しているということをご理解いただけているかなという形では実感しております。

引き続き、この注意喚起については我々もさまざまな手法を用いて発信していきたいなと思います。
中村会長
よろしゅうございますか。ありがとうございました。
他にいらっしゃいませんか。
飯田委員
　推進計画の27ページの「食品の適正表示の推進」のところで教えていただきたいのが2点あります。ご承知のように食品表示法ができて表示基準が改正作業中で、一定の経過期間後に移行するということになっておりますし、来年度、機能性表示の制度がスタートします。いずれも所管が消費者庁になっていますので、行政上のルートからすると消費生活センター経由ということになります。そうしますと27ページの「府の取り組みのポイント」でいう適正表示の推進に消費生活センターを加えるべきではないかと思います。あと制度が変わりますので、特に事業者の皆さんは強い関心をもってこの情報に接しておられると思うのですが、そこのところも消費者庁のルートなりを確認してすぐに回答がもらえるということが必要ですし、府民・消費者も制度の内容をきちっと正確に理解をして表示を見るというこういうことが必要になるだろうと思います。私たちも勉強会をやりたいと思ってはいるのですが、政令指定都市、中核市においても普及啓発といいますか、そういう視野に立った取り組みを支援するなり、府がそういう場を提供するというような趣旨のものが入ってもいいのではないかと思いました。
中村会長
ありがとうございます。

今の提案について、どなたかお願いできますか。
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

飯田委員のご指摘のように6月を目途に施行という流れにはなると思います。機能性表示の関係等の関係行政官庁の所管関係も明記する必要があるというのは考えているところでございます。今、状況を見ながら消費者や事業者の啓発も含めて検討していく必要がある、という認識には立っておりますので、また、ご意見を頂戴したいと思います。
中村会長
協力をしていただくのはとてもありがたいことですので、皆様よろしくお願い致します。

他にいらっしゃいませんか。
それでは、今日伺いました推進計画の進捗、概ね目標どおりに進んでいるということがわかりました。ただ、先ほどの認証制度の認証施設数が180という問題のところもございますので、そういうところを鋭意取り組んでいただきたいと思います。

これには委員の皆様も是非是非ご協力をお願いしたいと思いますので、よろしくお願いします。
今回、資料3として食の安全安心推進計画の変更案が出されました。これは御承認いただけますでしょうか。よろしゅうございますか。
それでは、「変更案承認」ということにさせていただきます。

26年度はみんな見込みでした。あともう少し期間がございますので、そのあたり目標の達成よろしくお願いいたします。他に何かご意見ありますでしょうか。
では皆様のご協力で無事に終了することができました。　
どうもありがとうございました。

それでは、事務局にお返しいたします。
事務局（西野　大阪府健康医療部食の安全推進課長）

会長、ありがとうございました。

食の安全・安心の確保に関しましては、継続した取り組みが必要であると日々感じているところでございます。冒頭の医療監の挨拶にもございましたように、食品に対する消費者の皆さんの信頼が揺らぐ事案が後を絶たないという一方で、事業者サイドでは消費者の目線での大量の自主回収が行われている状況もございます。行政の役割としまして、安全な食品が府民の皆様に提供されるよう事業者の取組を支援するとともに、今まで以上に不要に府民の不安をあおることのないように細心の注意を払いながら、情報を提供していくことが必要であると考えております。

食の安全・安心の確保のために、行政、事業者、府民のそれぞれに出来ること、また協力できることによって、本協議会委員の皆様から御意見をいただきながら、食の安全安心推進計画を軸に取組みを進めていきたいと考えております。委員の皆様方におかれましては引き続きご指導、ご協力をお願いいたします。

本日は寒い中、万障繰り合わせてご参加いただきまして、誠にありがとうございました。厚く御礼申し上げます。
事務局（大阪府健康医療部食の安全推進課）
どうもありがとうございました。

それでは、本日の協議会はこれをもちまして閉会させていただきたいと思います。長時間にわたってありがとうございました。
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